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研究成果の概要（和文）：　原子力安全に関する域内協力が進んでいる欧州と異なり、東アジアでの原子力安全
管理は自国内にとどまっている。福島原発事故にみられるように、効果的な域内協力を可能にする東アジア規模
の原子力安全枠組は存在していない。
　そこで本研究のこれまでの成果を踏まえて、研究課題の学術的問いを、東アジアで各国の原子力安全基準の向
上はいかに進めるべきか、東アジアで放射性リスクに関する相互信頼できる協働取組体制はいかにつくるべきか
に置いた。そして、東アジアで、原子力安全基準と原子力リスクの相互評価・協働取組を可能にする国際枠組の
構築を提案した。

研究成果の概要（英文）： Unlike Europe, where intra-regional cooperation on nuclear safety is well 
advanced, nuclear safety management in East Asia has remained within its own borders. As seen in the
 Fukushima nuclear accident, there is no East Asian nuclear safety framework that would enable 
effective intra-regional cooperation.
　Based on the results of this study, the academic questions for this research are: How should the 
improvement of nuclear safety standards be promoted in each country in East Asia, and how should a 
mutually reliable cooperative framework for radioactive risks be established in East Asia? We 
proposed the establishment of an international framework to enable the mutual assessment of nuclear 
Safety.

研究分野：環境経済・政策

キーワード： 日中韓原子力安全制度　日中韓原子力安全規制機関　原発事故時の放射性物質拡散　日中韓原子力安全
市民意識比較　日中韓原子力安全ガバナンス

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　本研究は原子力リスク問題において日中韓を中心とした東アジア地域の協働が極めて重要であることを信頼性
の高いシミュレーションモデル（たとえば、重大事故時の放射性物質拡散の人的・経済的被害モデル）による定
量的な成果を踏まえ、東アジアの協働をめざした体制構築の在り方を提案する、社会的にも重要度の高い研究。
　現在、東アジア地域では原発事故発生に備えた国際共助、及び隣国の事故時の放射性物質経路予測と待避マニ
ュアルなどが存在しない中で、本研究は社会的意義と独自性の高い研究であるいえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 

今世紀半ばにカーボンニュートラルの達成は、世界ほとんどの国において到達すべき目

標となっている。カーボンニュートラルの達成のためには、これまでに人類が依存してきた

炭素エネルギーから非炭素エネルギーへの大転換が必須である。今世紀半ばカーボンニュ

ートラルの達成という世界的潮流に伴い、原発が非炭素エネルギーのオプションとして、再

び注目を集めることになった。日中韓でも原発が非炭素のための重要電源の１つとして位

置づけられている。日中韓の 3カ国では，単純計算で将来的に総計 159基 の原発が稼働す

ることになる。これは世界全体の原発基数 555基 （稼働・建設中・計画中を含む）の約 3

割となり、世界で最も原発の密度の高い地域となり、その分、同地域での原発事故などによ

る放射能被害リスクは高くなる。 
 
２．研究の目的 

 

これまでに炉心溶融が起きた重大事故は、1979年のスリーマイルアイランド原発事故、

1986年のチェルノブイリ原発事故、2011年の福島第一原発事故の 3回である。本研究によ

れば、中国で 1991 年～2020 年までに起きた原発の事故事象の件数は、996 件であり、こ

の中で 2000 年代から進められた輸入炉の改良と国産化の過程で起きた件数が半数を占め

ていることが分かった。また、日本の場合、これまでの事故事象の件数は少ないものの、す

でに 4基の原子炉が設計寿命 40年を超えており、上述のように稼働年数が延長されたこと

により、原発部品の老朽化や金属の熱疲労による突発的な事故が発生するリスクが高まる

と考えられる 

 

図 1 秦山 1号機における稠密使用済燃料プール火災による Cesium-137の被害推定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：上記の図は、2021年 6月 1日午前零時の気象条件でのシミュレーションを   

示している。 

 

本研究の HYSPLITモデルによる推定によれば、中国の原発(秦山 1号機を想定)で過酷

事故が起きた場合(以下、放射性物質被爆は、自主避難勧告レベルであるセシウム 137基

準 0.5 MBq/m2以上)、事故当日の天候や風向きなどによって、自国で最大約 1億人、韓国



で最大約 88万人、日本で最大約 52万人が放射性物質被害をうけることが予想される(図

１)。本研究から原発事故による被害に関しては、日中韓の 3カ国は「運命共同体」である

ことが明らかになった。 

本研究の考察からは、日中韓の原発安全規制制度は各国の国民からの信頼はあまり得ら

れておらず、安全基準の厳格化、規制機関の政治からの独立性が課題となっていることが分

かった。EUではWENRA(Western European Nuclear Regulator’s Association)が進めて

きた加盟国間の原子力安全基準の調化（Harmonization）ないし共通化が原子力の安全性向

上に一定の役割を担ったことが明らかになった。一方で日中韓はまだ原子力規制制度や原

子力安全文化の相違点から 3 カ国間の安全基準の調化は進んでおらず、原子力規制制度に

関する情報交換レベルにとどまっていることが判明された。そこで本研究では、東アジアレ

ベルで原子力安全向上に向けた効果的なガバナンス構築のための制度改革の方向性を提案

する。 

 
3．研究方法 

 

上述の研究問いに答えるために、下記のように３つの「問い」を設定し、これらの問いに

答えるために、4 つの班に分け、各班別に国内外研究ネットワーク(これまで 4 回の科研研

究により構築されている日中韓台湾および欧州の研究者達との研究ネットワークが中心と

なる)と緊密に連携しながら、共同研究・調査により東アジアで同地域の国民に信頼される

原子力安全体制構築に貢献できる基盤的研究を目指した。 

そのため、「問い 1:原子力安全技術の協力・安全基準の相互検証と共通化」については、

【原子力安全規制・基準班】で、(A1) 東アジアの原子力安全規制の強度と世界基準との関

係分析、(A2)欧州の原子力安全規制・基準の共通化実態と成果分析、(A3)東アジアでの原子

力安全基準の共通化の障害要因と実現に向けた課題分析の 3つの課題を明らかにする。 

「問い 2:東アジア域内でリスクコミュニケーションの緊密化」については、【原子力リス

ク分析・リスクコミュニケーション班】で、(B1) 東アジア原子炉の事故・事象歴の原因別

分類と再発防止策、(B2) 重大事故時に放射性物質拡散・被害モデルにより被害規模推定、

(B3)東アジア市民の原子力リスク意識・リスクコミュニケーションのあり方の 3 つの課題

を明らかにする。 

「問い 3:東アジア地域で信頼できる原子力安全体制構築」については、【原子力安全体制

班】で、(C1)東アジアの原子力安全規制機関の独立性・意思決定透明性の比較分析、(C2) 欧

州の多者間原子力安全機構の役割と成果分析 、(C3) 既存東アジアの原子力安全機構の成

果、そして信頼できる安全体制構築に向けた今後のあるべき姿の 3 つの課題を明らかにす

る。 

3 年間の研究申請期間中、各班は３つの課題に関するディスカッションペーパー(DP)3 本

を作成する。総括班は全体をまとめる DP を作成し、合計 10本の DPを研究最終年度に 1つ

の成果としてまとめる。本研究の全体像と各班の体制、研究分担者と協力者の役割を図 2に

示す。 
 
４．研究成果 

 

欧州では、加盟国間の自律組織であるWENRA（Western European Nuclear Regulators 



Association）と、加盟国への法的拘束力をもつ ENSREG（European Nuclear Safety 

Regulators Group）が統合的かつ補完的な関係を形成し、効率的な原子力安全ガバナンス

の構築を可能にした。例えば、WENRAが 提示した原子力安全基準に基づき、ENSREGが

各国の原発に対する自己評価と相互評価のガイドラインを提示したことによって、福島原

発事故直後に欧州の原発におけるストレステストが効率的に実施できた。また、

IAEA(International Atomic Energy Agency) のような世界レベルの原子力安全組織との

緊密な協力関係を築き、WENRA と ENSREG はさらに組織の活動を強化することができ

た(図 1)。 

東アジアでも、TRM（Top Regulators Meeting）と ANSN（Asian Nuclear Safety Network）

といった原子力安全に焦点を当てて活動をしている組織が存在しているが、組織間で有機

的な協力関係が不在し、分断された構造となっている 8)。特に、TRM の場合、IAEA だけ

でなく、ANSNとも協調関係を形成していない(図 2) 。また、東アジアでは、欧州のWENRA

のように加盟国同士で原発の安全について調和(Harmonization)された基準を提示する組

織がない。日中韓を中心とした東アジアで実効性のある原子力安全ガバナンスの構築には、

「1．TRMと、IAEA かつ ANSNとの連携を形成する、2．ANSNに日中韓の原子力安全

基準の調和ないし共通化を進める機能を追加し、組織の機能を拡大する、3.TRMと ANSN

といった地域レベルの組織と、日中韓の国内の原子力安全規制機関との関係を強化する」と

いった組織改編が必要であることを提案したい。 

東アジア地域は原子力安全面だけではなく、経済的、環境的また地政学的にも「運命共同

体」であるという認識の下、原子力リスクに対する問題認識や域内協力が重要である。現在、

東アジアでは原発事故発生に備えた緊密な国際共助体制が存在しない中で、原子力安全保

障における実効性のあるガバナンス構築は喫緊の課題であるといえる。 
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注：以上の研究は、下記の英文本に集大成されている。 

[Nuclear Power Safety and Governance in East Asia] 1st Edition, Edited by Soocheol Lee, Weisheng 

Zhou and Kiyoshi Fujikawa, Routledge Published(2013) 

https://www.routledge.com/Nuclear-Power-Safety-and-Governance-in-East-Asia/Lee-Zhou-

Fujikawa/p/book/9781032596150  
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